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2026年6月23日作成
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分配金実績 （2026年６月22日時点）（1万口当たり、税引前）分配金実績 （2026年６月22日時点）（1万口当たり、税引前）

※上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

期間：2010年1月20日（設定日）～2026年6月22日、日次

分配金引き下げのお知らせ

基準価額の推移基準価額の推移

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、「東京海上Roggeニッポン海外債券ファンド（為替ヘッジあり）」（以下、「当ファンド」）は、 基準価額

の水準や金利水準、市況動向等を総合的に勘案し、第66期（2026年6月22日）決算において、 分配金

（1万口当たり、税引前）を75円から60円に引き下げることと致しましたので、お知らせいたします。

分配の推移

（１万口当たり、税引前）

※分配金額は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。分配対象額が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。

基準価額
(税引前分配金再投資)

基準価額設定来累計
(税引前）

当期の分配金
(税引前）

12,115円7,223円4,880円60円

※基準価額（税引前分配金再投資）は、税引前分配金を再投資したと仮定して計算したものであり、実際の基準価額とは異なります。

※基準価額、基準価額（税引前分配金再投資）は１万口当たり、信託報酬控除後です。

※基準価額（税引前分配金再投資）は、税引前分配金を再投資したと仮定して計算したものであり、実際の基準価額とは異なります。
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※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

※上記は当資料作成時点の東京海上アセットマネジメントの見解であり、予告なく変更する場合があります。

分配金引き下げの背景分配金引き下げの背景

今後の見通し今後の見通し

 米国では2025年８月以降、労働市場の減速を

受けて追加利下げ観測が高まるなか、米10年

国債利回りは低下基調で推移し、一時は4%を

割り込む局面も見られました。その後は政府閉鎖

の影響や米国経済の底堅さを受け、方向感を

欠いたままレンジ内で推移しましたが、2026年

3月に米国とイスラエルによるイランへの攻撃を

受けて原油価格が急騰しインフレ懸念が高まると、

米国債利回りは急上昇に転じました。足もとでは、

中東情勢の緊迫化を受けFRB（米連邦準備制度

理事会）による年内利下げ観測が後退し、米国債

利回りは一時4.6%台後半まで急騰しましたが、

その後は米国とイランの紛争戦闘終結に向けた

和平合意への期待から原油価格が落ち着いた

ことを受け、やや低下して推移しています。

 社債スプレッド（国債と社債の利回り差）は、良好

な企業業績や主要国の堅調な経済指標、投資家

からの強い社債需要を背景に、2025年9月に

かけて低下基調で推移し、その後狭いレンジ内で

の動きとなりましたが、中東情勢の悪化を受け

2026年2月から3月にかけては急拡大しました。

足もとでは、米国とイランの和平合意への期待から

投資家のリスク選好姿勢が広がったことで、スプ

レッドは縮小傾向にあり、当ファンドが実質的に

投資対象とする日系外貨建社債についても、

おおむね同様の動きとなりました。

 主要中央銀行の金融政策の方向性が分かれるなか、各国は拡張的財政政策でおおむね一致しており、

企業の資金調達を取り巻く環境も当面、緩和的な状態が続く可能性が高いと見られます。

 社債市場においては、スプレッドが低位にあり、現状水準からの大幅な縮小は想定しにくい一方、

堅調な企業業績や根強い社債への需要を背景にスプレッド拡大のリスクも限定的と考えます。

 日系外貨建社債市場は、引き続き発行体の安定した財務体質が評価される可能性が高く、バリエー

ション面でも相対的な投資妙味が維持されると考えます。

 当ファンドでは、上述のような市場環境と高止まりする米ドルの円に対するヘッジコスト、および基準

価額の水準等を勘案し、今回分配金を引き下げることとしました。

米国10年債利回りの推移

期間：2025年5月末～2026年6月22日、日次

出所：ブルームバーグ

＜参考＞グローバル社債のスプレッドの推移

期間：2025年5月末～2026年6月22日、日次

出所：ブルームバーグ

※グローバル社債のスプレッド：ブルームバーグ・グローバル総合社債

インデックスの平均OAS（オプション調整後スプレッド）

※上記指数は当ファンドのベンチマークではありません。
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ファンドの特色

2

1 主として日系発行体の外貨建て債券等に投資します。

債券等の実質的な運用は「Allianz Global Investors UK Limited」（アリアンツGI UK
社）が行います。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

3

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

 主として「東京海上Roggeニッポン海外債券マザーファンド（為替ヘッジあり）」（以下「マザー
ファンド」ということがあります。）を通じて、日系発行体（日本企業もしくはその子会社、日本
の政府機関等）が世界で発行する外貨建ての債券や優先出資証券*1等*2に投資を行い、為替
ヘッジ後利回りを勘案して、安定した収益の確保と信託財産の中長期的な成長を目標として
運用を行います。

＊1 外国で発行する優先出資証券の性質を有するものを含みます。
＊2 MTN(ミディアムタームノート)、劣後債、短期証券等を含みます。

 流動性確保あるいは投資環境等の観点から、短期金融商品や国債等に投資する場合があり
ます。

 原則として、投資適格*3の格付けを有する発行体（母体企業の格付けを含みます。）が発行す
る債券等を投資対象とします。

*3 Moody’s社、S&P社、R&I社、JCR社、Fitch社（2025年12月現在）のいずれかからBBB格相当以上の格付けを取得
しているものを指します。

3 外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行うことにより為替変動リスクの低減を図りま
す。
※ 為替ヘッジを行うことで、為替変動リスクの低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。
※ 一般的に、円金利がヘッジ対象通貨の金利よりも低い場合、これらの金利差相当分のヘッジコストが発生します。ただし、為替市

場における影響等によっては、金利差相当分以上のヘッジコストがかかる場合があります。
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。ファンドの主なリスク
• 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資

元本を割り込むことがあります。

• 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

• 投資信託は預貯金や保険と異なります。

• ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。ファンドの主なリスク

※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。収益分配金に関する留意事項
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9ページの「一般的な留意事項」を必ずお読みください。

お申込みメモ ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

7

お申込みメモ ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

収益分配時の普通分配金、換金時および償還時の差益に対して課税されます。
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ファンドの費用 ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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ファンドの関係法人

■ 販売会社

https://www.tokiomarineam.co.jp/

サービスデスク 0120-712-016

※土日祝日・年末年始を除く9時～17時

■ 設定・運用 お問い合わせは

商 号 等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会 ：一般社団法人資産運用業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

9

（当資料作成日時点）

※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中止している場合があります。

※三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は一般社団法人日本STO協会に加入しています。

【一般的な留意事項】

 当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当た

っては必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求

ください。

 当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載

された図表等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は

変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。

 投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益

および損失は、全て投資家に帰属します。

 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

 登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。

加入協会

登録番号商号（五十音順） 一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
金融先物取引業協会

一般社団法人
資産運用業協会

日本証券業協会

○
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第128号

第四北越証券株式会社

○○○○
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第2336号

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券
株式会社

●ブルームバーグ・インデックスについて

「Bloomberg®」およびブルームバーグ・グローバル総合社債インデックスは、Bloomberg Finance L.P.および、同インデックスの管

理者であるBloomberg Index Services Limited（以下「BISL」）をはじめとする関連会社（以下、総称して「ブルームバーグ」）のサー

ビスマークであり、東京海上アセットマネジメント株式会社による特定の目的での使用のために使用許諾されています。ブルームバーグは

東京海上アセットマネジメント株式会社とは提携しておらず、また、ファンドを承認、支持、レビュー、推奨するものではありません。ブルー

ムバーグは、ファンドに関連するいかなるデータもしくは情報の適時性、正確性、または完全性についても保証しません。


